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自
由
民
主
党
の
岸
田
文
雄
総
裁
は
10
月

の
総
裁
選
挙
で
勝
利
し
第
１
０
０
代
首
相

に
就
任
し
、
10
月
８
日
の
衆
参
両
院
で
就

任
後
初
の
所
信
表
明
を
行
い
、「
新
し
い

資
本
主
義
」
の
実
現
を
強
調
し
た
。
そ
の

内
容
は
、「
経
済
を
成
長
さ
せ
、
そ
の
果

実
を
し
っ
か
り
と
分
配
す
る
こ
と
で
成
長

と
分
配
の
好
循
環
を
実
現
す
る
」
と
強
調

し
た
。「
成
長
と
分
配
の
好
循
環
を
実
現

す
る
」
と
い
う
文
言
は
、
安
倍
元
首
相
が

た
び
た
び
強
調
し
て
き
た
が
、
実
現
せ
ず

に
格
差
が
拡
大
し
、
そ
れ
を
是
正
し
よ
う

と
す
る
の
が
岸
田
首
相
の
「
新
し
い
資
本

主
義
」
で
あ
る
。

　
「
新
し
い
資
本
主
義
」
の
全
貌
は
ま
だ

見
え
て
こ
な
い
。
し
か
し
自
民
党
内
で
は

新
し
い
動
き
が
あ
り
、
12
月
１
日
に
党
内

に
「
財
政
政
策
検
討
本
部
」（
本
部
長
・

西
田
昌
司
参
議
院
議
員
）
を
新
設
し
、
日

本
経
済
を
成
長
軌
道
に
戻
す
た
め
に
必
要

な
財
政
政
策
を
議
論
す
る
方
針
を
確
認
し

た
。
積
極
的
な
財
政
出
動
を
念
頭
に
、
国

債
の
発
行
が
市
場
に
与
え
る
影
響
や
財
政

健
全
化
目
標
の
在
り
方
な
ど
を
検
討
し
、

来
年
６
月
ま
で
に
提
言
を
ま
と
め
る
方
針

で
あ
る
。

　

21
世
紀
に
な
っ
て
か
ら
の
日
本
の
財
政

政
策
は
、
２
０
０
１
年
４
月
に
就
任
し
た

小
泉
首
相
が
採
用
し
た
「
10
年
間
で
基
礎

的
財
政
収
支
（
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス

Ｐ
Ｂ
）
を
均
衡
さ
せ
る
」
と
い
う
政
策

で
あ
る
。
こ
の
目
標
を
達
成
す
る
に
は
、

「
毎
年
の
財
政
支
出
を
税
収
の
範
囲
内
に

抑
え
る
」
こ
と
が
必
要
で
あ
る
か
ら
、
典

型
的
な
デ
フ
レ
政
策
で
あ
り
、「
小
さ
い

政
府
」
政
策
で
あ
る
。

　

２
０
０
９
年
９
月
に
就
任
し
た
民
主
党

の
鳩
山
首
相
は
「
Ｐ
Ｂ
は
デ
フ
レ
政
策
で

あ
る
、
民
主
党
は
デ
フ
レ
解
消
を
目
指

す
」
と
宣
言
し
て
、
財
務
省
が
依
頼
し
た

「
Ｐ
Ｂ
の
閣
議
決
定
」
を
拒
否
し
た
。
と

こ
ろ
が
２
０
１
０
年
６
月
に
就
任
し
た
菅

首
相
は
最
初
の
閣
議
で
財
務
省
の
依
頼
ど

お
り
「
Ｐ
Ｂ
を
２
０
２
０
年
ま
で
に
均
衡

さ
せ
る
目
標
」
と
閣
議
決
定
し
、
デ
フ
レ

政
策
に
戻
っ
て
し
ま
っ
た
。

　

２
０
１
２
年
の
衆
議
院
選
挙
で
政
権
を

奪
回
し
た
自
民
党
の
安
倍
首
相
は
、
な
ん

と
、
菅
政
権
が
閣
議
決
定
し
て
い
た
「
Ｐ

Ｂ
を
２
０
２
０
年
で
均
衡
さ
せ
る
目
標
」

を
閣
議
決
定
し
て
し
ま
っ
た
。
こ
の
結
果
、

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
で
は
成
長
戦
略
の
柱
は
金

融
緩
和
政
策
し
か
な
く
、
Ｐ
Ｂ
均
衡
目
標

を
達
成
す
る
た
め
に
７
年
間
で
30
兆
円
近

い
マ
ネ
ー
を
国
民
か
ら
吸
い
上
げ
る
デ
フ

レ
政
策
を
行
っ
た
の
で
あ
る
。

　

財
政
規
律
の
指
標
は
、「（
分
子
）
政
府

債
務 

／
（
分
母
）
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
」
で
あ
り
、

こ
の
数
値
を
長
期
間
で
低
下
さ
せ
て
ゆ
く

こ
と
で
あ
る
。
こ
の
手
法
に
は
二
つ
あ
る
。

　

第
一
は
「
分
子
の
政
府
債
務
の
圧
縮
を

優
先
し
て
数
値
を
下
げ
て
ゆ
く
こ
と
」　　
　
　

　

第
二
は
「
政
府
債
務
を
増
や
し
て
で
も

景
気
を
よ
く
し
分
母
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を
増
や
す

こ
と
に
よ
っ
て
数
値
を
下
げ
て
ゆ
く
こ

と
」（
政
府
債
務
の
増
加
額

＞

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の

増
加
額
）

　

小
泉
首
相
以
来
の
日
本
が
採
っ
て
き
た

Ｐ
Ｂ
均
衡
政
策
は
、
第
一
の
「
政
府
債
務

の
圧
縮
を
優
先
す
る
政
策
」
で
あ
る
の
で
、

日
本
は
世
界
一
の
債
権
国
で
財
源
が
あ
り

な
が
ら
、
自
国
の
マ
ネ
ー
で
財
政
支
出
を

し
て
国
力
を
増
強
す
る
こ
と
が
出
来
な
い
。

　

現
在
の
日
本
で
は
大
マ
ス
コ
ミ
（
大
手

新
聞
や
テ
レ
ビ
な
ど
）
の
間
に
は
重
大
な

誤
報
が
あ
る
。
そ
れ
は
「
政
府
の
債
務
」

を
「
国
の
債
務
」
だ
と
誤
報
し
、
日
本
国

民
に
「
日
本
国
は
こ
ん
な
に
借
金
が
多

い
」
と
誤
報
し
て
い
る
。
正
確
に
言
え
ば

借
金
を
し
て
い
る
の
は
「
政
府
」
で
あ
り

「
国
で
は
な
い
」「
国
は
世
界
一
の
債
権
国

で
あ
る
」
の
だ
。

　

内
閣
府
の
デ
ー
タ
か
ら
国
内
の
資
金
循

環
を
み
る
と
（
内
閣
府
「
国
民
経
済
計

算
」
２
０
２
０
）、
２
０
１
８
年
12
月
現

在
で
日
本
は
対
外
的
に
２
２
８
兆
円
の

債
権
が
あ
る
。
経
済
部
門
別
に
み
る
と
、

「
家
計
部
門
等
（
非
営
業
団
体
を
含
む
）」

で
は
１
５
７
１
兆
円
の
マ
ネ
ー
が
余
っ
て

い
る
。
こ
れ
を
国
内
の
「
企
業
部
門
」
で

６
５
０
兆
円
使
い
、
政
府
部
門
（
中
央
・

地
方
両
政
府
）
で
６
９
８
兆
円
使
い
、
残

り
の
２
２
８
兆
円
は
国
内
で
使
い
き
れ
ず

に
「
海
外
部
門
」
へ
流
れ
て
い
る
。
国
内

で
余
剰
マ
ネ
ー
が
残
っ
て
い
る
の
は
日
本

政
府
が
デ
フ
レ
政
策
を
と
り
、
民
間
投
資

が
伸
び
悩
み
、
Ｐ
Ｂ
均
衡
策
の
た
め
に
財

政
支
出
が
出
来
な
い
か
ら
だ
。　

　

小
泉
首
相
は
２
０
０
１
年
就
任
以
来
、

す
で
に
「
小
さ
す
ぎ
る
政
府
で
あ
っ
た
日

本
の
政
府
」
を
更
に
「
小
さ
く
す
る
」
よ

う
に
財
政
支
出
を
圧
縮
し
、
そ
の
後
の
政

府
も
Ｐ
Ｂ
均
衡
政
策
で
財
政
支
出
を
圧
縮

し
て
き
た
。
し
か
し
日
本
国
家
は
世
界
一

の
債
権
国
で
あ
り
、
財
源
は
国
内
に
あ
る
。

　
「
財
政
政
策
検
討
本
部
」
で
は
、
こ
れ

ら
の
混
同
を
正
し
、「
国
力
に
ふ
さ
わ
し

い
国
家
予
算
の
規
模
」
と
「
Ｐ
Ｂ
均
衡
政

策
に
代
わ
る
新
し
い
財
政
規
律
」
の
確
立

を
期
待
し
た
い
。

新年の黎明、「財政政策検討新年の黎明、「財政政策検討
本部」が開く新しい資本主義本部」が開く新しい資本主義


